
一．前言

日本統治時代，日本は「農業台湾，工業日本」政策を発展目標とし，台湾農業の発展のため

の良好な基盤を固めた．特に農業の成否にかかわるところの水利事業に関し，桃園大�，嘉南

大�などの大規模水利施設の建設だけでなく，厳密な水利組織体系の構築は台湾の水利系統を

より完全なものとし，水利事業の発達は東南アジア第１と称された１）．

第２次世界大戦期，物資の欠乏と統制の影響を受け，水利施設の保護は非常に困難となり，

さらに度重なる災害が加わり，多くの水利施設は破壊されるか正常な運転が出来なくなった．

嘉南大�の曾文渓取水口の如くは，取水設備に積み上げられた鉄線付水管が長期間腐乱してい

たが，鉄材料の統制を受け，セメントで補強するほか無かった．しかし，１９４１年の洪水により

再びこの施設は破壊され２），水利施設の修復は戦後の重大な任務の一つとなった．水利施設の

修復の他に，組織の接収と復員もまた，戦後初期台湾の重要な課題であった．１９６０年代から台

湾経済は徐々に形を変え，純工業生産額は農業のそれを超過し，農業用水需要量は多くても，

農作物の貨幣換算額は相対的に低下した上に，農業用地の継続的な減少が加わり，用水の目的

および水利会の機能は調整され，都市型の水利会にいたっては農業と完全に関係を絶った．

戦後初期に直面した棚上げされたままの水利施設の再建は，台湾経済の発展を担う牽引役の

一つでもあった．しかし，商工業が発展して農業に取って代わって台湾の主要産業になるとい

う命脈の後，「水利」という用語はとても曖昧となった．政府は「農業放棄」の悪名を背負う

ことを望まなかったが，日々の需要が大きい工業用水への支援によってなるべく早く水利資源を

手放すことを望み，５０年間にも至らぬ間に，台湾水利の役割は未曾有の変化が生じた．従って，
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題し，嘉南農田水利会を研究対象として，伝統的な水利会が，戦後台湾の政治経済環境の急速

な変化の下で，その構造および発展方向を調整し，水利会に運営を継続させてより大きな利益

を獲得するまでに至ったことについて探求する．この過程において，水利会は当初の農業灌漑

を主とした水利組合から，徐々に多角化経営を行う水資源会社へと変質し，「親農」と「離農」，

「農業振興」と「営利主義」との狭間の問題が，絶え間なく政府，嘉南水利会代表，従業員と

農民との間で討論される課題となった．

本稿は，嘉南大�水利組合の成立から開始し，時系列に沿って戦後の水利会組織の変遷を議

論し，最後に「嘉南農田水利会内部資料」のインタビュー記録資料で以って，嘉南農田水利会

がいかにして経営を多角化したかを描く構成となっている．

嘉南大 灌漑区域図
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本稿の狙いは，戦後台湾における農田水利会の変遷と経済発展の関係を説明する点にある．

二．戦後初期の接収と組織の踏襲

（一）日本統治時期における嘉南大�水利組合の変遷

嘉南平原の水利組織は，水利組合令が公布される１９２１年前後から公共 �嘉南大�組合に改

組される１９４３年まで，運営系統において公共 �と水利組合の二種類のモデルを同時に有して

いた．新旧の水利施設の管理は異なり，旧式の �系統に属する公共 �は改組されて水利組

合となり，新式の �系統に属する大�はそのまま公共 �の特殊性が維持され，両系統は１９４４

年に合併して嘉南大�水利組合に改組された．３）

１９１９年８月に嘉南大�建設のため，「公共 �官佃渓 �組合」が設立された．初期の組合

が管理を要する水利施設はわずかであり４），よって初期の組合の組織は工事建設の方面を重視

し，組合の管理者は台湾総督府土木局長の山形要助が担任し，副管理者は台南州知事の枝徳二

が担任した．「公共 �官佃渓 �組合規約」の規定により，組合の業務については事務部と

建設部の２部が置かれ，技師長の下に理事，技師などの若干名が配置されたのみであったが５），

実際の組織は２部１８係を有していたのであり６），工事規模の巨大さは明らかであった．

１９２１年，公共 �官佃渓 �組合は公共 �嘉南大�組合に改称され，１９４３年に嘉南大�水

利組合に再び改称され，終戦に至った．その間に組織の変革は９回を数えたが，中でも比較的

重要な変革は３回あった７）．重要な１回目の変革は１９２１年に行われ，組合業務の繁雑さと烏山

頭堰堤工事の進行につれて，土地の徴収および用地に関する事務を担当する台南出張所を増設

し，烏山頭出張所は貯水池堰堤などの工事を担当することになった．重要な２回目の変革は

１９３０年６月１日に行われた．嘉南大�の灌漑排水体系が完成し，組合は灌漑区域内の事業を開

始し，水利施設の正常な運営の維持および用水の指導をするため，５０余箇所に水路監視所を設

置し，１１０余箇所に灌漑監視所を設置した．また，事業区画は行政区画に依拠して郡街庄によっ

て管理された８）．重要な３回目の変革は，１９４０年３月に防砂造林事務を専門に担当する林務課

が新設されたことである９）．

上述した３回の変革から幾つかの特徴が見出せる．１つめは，初期の組織はハードウェアの

建設を重んじる編成となっていたことである．例えば烏山頭出張所は，工事をより効率的に且

つ現場で監督できるように，完全に烏山頭貯水池堰堤および烏山嶺トンネルの工事のために設

置された１０）．１９３０年の大�完成後，事業区域の拡大につれ，組織は「郡部および区」の地方管

理単位を増設し，営業運営および管理の便宜をはかった．営業運営が軌道に乗ると，経営の永

続と事業区域の拡大に力を注ぎ始めた．例えば，烏山頭貯水池の耐久年数の延長や土地改良事

業に従事させる目的で，烏山頭ダムや土地改良区域の造林に責を負う林務課が増設され

た１１）．２つめは，その組合は公共 �の形態ではあったが，事業区域の区分は依然として行政
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区画で以って範囲とし，その組織運営とその他水利組合と大きな類似点を明示していることで

ある．大�系統に属する「虎尾郡部」と独立系統の「虎尾郡水利組合」はどちらも末端行政区

域を範囲とし，このような組織の調整は１９４４年の合併改組の基礎を固めた１２）．３つめは，組織

規模が日増しに拡大するにつれ，大�水利組織の指導的地位も確立されていったことである．

１９４１年４月に日本政府は「農業水利調整令」を公布し，同時に台湾にも１５条からなる「台湾

農業水利臨時調整令」と１８条からなる「台湾農業水利臨時調整施行規則」が公布された１３）．そ

の目的は，戦争からの必要に応じるため，「国家総動員法」第８条を根拠とし，食糧増産のた

めに灌漑以外の用水を節約して灌漑用水の増加を図ることにあった．日本内地における「農業

水利調整令」の実施効果は良好であったが１４），台湾では水源はなお不足していなかったので，

しばらく調整されることはなかった．しかし，水源の管理と統制の便宜をはかるため，１９４１年

から１９４４年までの間に台湾中で水利組合の合併が進み，全台湾で１０８個あった水利組合および

公共 �は，度重なる合併によって５０個の水利組合となった．１９４３年，公共 �嘉南大�組合

とその他６個の水利組合は合併して嘉南大�水利組合となった．合併後の組織はわずかに調整

されて１９４０年の組織よりも拡大された．この組織系統はそのまま１９４６年の国民政府統治期まで

持続して踏襲されることになった．

（二）戦後初期の接収と復員

１９４４年４月１７日，国民政府は中央設計局内に台湾回復の設立準備機構である「台湾調査委員

会」を設立した．その主要任務は台湾の実際の情況を調査することの他，「台湾接収管理計画」

を立案し，当時の台湾に施行されていたあらゆる法令を翻訳し，具体的な問題を研究すること

などであった．１年の間に「台湾接収管理計画」を完成させ，その内容は通則，内政，外交，

軍事，財政，金融，鉱工商業，教育文化，交通，農業，社会，糧食，司法，水利，衛生，土地

など１６項８２条を含み，かなり周到であった１５）．１９種の台湾概況の専門書を編集訳述すると同時

に，台湾で施行されていた法規の７大分類を選択し，多種類の台湾地図を印刷し，３個の研究

会を設立するなどの各種の措置をとり，完備した対策の組み合わせで台湾接収に備えた１６）．

台湾の水利接収管理計画方面に関しては，「台湾接収管理計画」に依拠した．水利に関係す

るところでは，接収管理原則の第１「通則」の第５条で，「…日本占領時代の法令について，

台湾人民を束縛して搾取するか，三民主義および民国法令に抵触する全ての廃止すべきもの以

外は暫時施行して効力を有し，実際の需要を見つつ徐々にこれを修正する．」とされた．第９

条甲項では，「接収地の官立公立各機関（行政，軍事，司法，教育，財政，金融，交通，工業・

商業，農業・林業，漁業・牧業，鉱業・冶金業，衛生，水利，警察，消防・救済各部門を含む）

については，民国法令に依拠してそれぞれ改組を停止するか，これらを維持する．しかし，法

令が定めるところではなく，実際に必要な機関は，暫定的に旧体制のままとしなければならな

い．」とされた．第１０条では，「各機関の旧人員については，敵国人民および違法行為を働いた
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者を除き，暫定的にそのまま雇用し（技術人員はなるべくそのまま雇用し，雇員もまた必要時

にそのまま雇用しなければならない）…．」とされた．第１４「水利」第７４条では，「接収管理後

の水利業務は，破壊箇所の迅速な修復工事を主とする．」とされ，第７５条は，「台湾人民私有の

水利権益は，調査を経て違法行為の無いものについては，そのままその継続を許可するよう処

理する．」とされた１７）．その後，武内貞義著『台湾』の水利部分を翻訳した「日本統治下的台

湾水利」という本が台湾行政幹部訓練班の参考資料とされ１８），台湾水利を接収する準備作業は

ほぼ整った．

終戦後，正式に嘉南大�水利組合を接収する以前から，日本籍職員工人による操作を避ける

ため，組合本体は１９４５年１２月１０日より張会を主任委員とする監査委員１０名が組合業務運営を監

督していた１９）．接収初期において，治安状況は良好ではなかったので，烏山頭の造林は常に盗

伐され，建造物および物品は常に盗難され，さらには水の盗難が頻繁に伝えられ，組合は警察

に駐在を要請して組合事業を守った２０）．正式な接収は１９４６年１月１０日に開始され，台南県長の

袁国欽によって水利組合に関係する林蘭芽，張会，陳華宗，楊郡英，蔡崔源など人士２６名が招

集され，「嘉南大�水利組合接収管理委員会」が組織された．同年２月初めには理事会が成立

し，台南県長の袁国欽が組合長を兼任し２１），林蘭芽が理事長に選任した．日本統治時期の水利

組合法規に暫定的に依拠して，接収管理作業を積極的に行い，また，日本籍技術人員１０名が

そのまま雇用された２２）．接収時の嘉南大�水利組合人員の定員は計１，１０８人であり，そのうち技

術人員は７７４人，事務人員は２９９人，雑役夫３５人であった２３）．接収後から１年の間に，離職した

職員工人は全体の３５％に相当する３９２人であり，そのうち７５％が日本人２９３人であった２４）．これら

の接収初期の人事概況から確認し得るのは，「台湾接収管理計画綱要」が求めるところの「技

術人員をなるべくそのまま雇用する」という原則であり，また，日本籍技術人員の多くが送還

されたことである２５）．

接収初期において，嘉南大�水利組合の組織は日本統治時期の制度が完全に踏襲され，ただ

郡部を区部に改めたのみであった．人材配置においては，この時期の人事更迭は台湾現地化の

趨勢を最も速く促した時期である．その原因は，日本籍の上級および中級の職員工人が大量に

離職し，台湾籍の職員工人で順次に補充することとなったことである．また，台湾省外籍の人

員では巨大な組織の管理問題を全く克服できなかったため，地方リーダーおよびもともとの組

織人員が重用され，水利組織の通常運営の安定化が図られた．接収に参与し，元嘉南農田水利

会々長でもある楊郡英の回想を引用する．

１９４６年３月に日本籍職員工人が日本に送還される時，「喜び勇んで接収に来たこの素人連

中は，灌漑用水を無くして必ずや醜態を曝すであろう」という彼らのひそひそ話が聞こえ

てきた．その言わんとするところは，将来の禍を予測するものであった．これらの批評は，

私の心に警戒心を生じさせ，「転ばぬ先の杖」の策で，直ちに林（蘭芽）理事長に臨時幹

部緊急会議を即刻招集するよう建議した．私は会議の席上で耳にした詳しい情況を報告し，
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その場で以下のことを建議した．幹部の中で不動産を有する全ての者は，これを担保品と

して供出し，合作金庫からの借入金で職員工人への給与に補充し，職員工人に直ちに持ち

場に復帰することを呼びかける一方で，６月末に灌漑を開始できるように，まず戦時に未

修理のままであった送水路の応急修理が行う．この案が通過すると，全ての職員工人が持

ち場に復帰し，皆が歯を食いしばって協力し，各区で業務と責任範囲を分担し，昼夜兼行

で水路を応急修理し，間もなく大きな功労が完成を告げた．また天のご加護で，適時に慈

雨があまねく降り，この時期に稲作はついに期日どおりに灌漑を施すことができるように

なり，空前の豊作となった．また会費は順調に収集することができ，幹部に十分な自信を

与え，順調な滑り出しと言えた２６）．

戦後の嘉南大�水利組合は迅速に灌漑および運営を回復することができたのだが，その主要

な原因の１つは，台湾籍職員工人が知恵を出して力を合わせたことである．このほか，嘉南大

�が迅速に運営を回復することができた原因として，古偉瀛はさらに３個の要因を認めてい

る２７）．１つめは，嘉南大�の重要性である．嘉南大�には日本の「米糖政策」が貫徹している

重要地区であり，戦後初期の食糧不足問題に対処するため，迅速に食糧の生産を正常に回復さ

せることが焦眉の急であり，水利施設の修復も食糧生産の主要な業務であった．２つめは，日

本統治時期の水利組織が数十年間の進展変化を経過しており，既に組織そのものがかなり制度

化されていたことである．３つめは，日本は戦争に敗れたけれども，「日本は水利の人員に責

任を負っており，水利事業に対してなお努力でき，全ての災害や大工事には補助金が給与され，

同時に器材が何とか調達されて応急工事に用いるために供給された２８）．」ことである．前述し

た４つの原因のほか，地方リーダー階層を上手に用いることで，戦後嘉南大�水利組合をして

１年を経過しない間に戦前の経営運営に回復させたことも加えておこう．

（三）農田水利協会および水利委員会

１．嘉南大�農田水利協会（１９４６－１９４８）

旧体制の水利組合組織を引継いで１年となり，「三民主義の自治精神」に一致させるため，

農田水利事業は経済性のある独立した自治団体への改組が目指された．１９４６年１０月２６日，台湾

省行政長官公署は台湾各地の水利組合に第一期民選組合長選挙を実施させ，嘉南大�農田水利

組合では元組合長の袁国欽が当選し，全ての組織規程はそれまで通りとなった．

１９４２年に国民政府が公布した「水利法」第１２条の，「人民が水利事業を設立する場合，主管

機関の審査の上で，法律に照らして水利団体または会社を興さなければならない２９）．」という

規定により，１９４６年に水利組合と水害予防組合は，農田水利協会と増水防止協会とに別々に改

組された．農田水利協会の組織規程は水利組合のものとほぼ変わらず，日本統治時期との主な

差異は２つある．１つめは名称の変更であり，当時の脱日本化の要求を達成するため，名義を

組合から農田水利協会に変更した．嘉南大�農田水利組合長の袁国欽は業務報告の際に，当時
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の改名について以下のように語っている．

組合名称変更問題について，本来本�が使っていた組合という名称は，わが国の法令に合

わないため，組合という２文字を前もって変更する計画がたてられた．省内の水利機構の

名称は各県を問わず必ず一致するという規定があるため，組合名称の変更について，様々

な議論が飛び交い，はっきりと決めることができず，結論は先月下旬まで延ばされた．１１

月末を期日に全省の水利組合を一律に農田水利協会に改名するという，１０月下旬に下され

た公署の訓令に基づき，本�は１１月３０日に改名を終えた．ただし，詳細な組織については

まだ指示が下されていないので，内部の編成はこれまで通りとする３０）．

２つめの差異は，水利組合時期の組合長は知事もしくは庁長などの上級機構から任命されて

いたが，農田水利協会々長は評議委員の互選を経た後に省の農林処が任命するようになったこ

とである３１）．水利組合時期の評議委員が知事もしくは庁長の認可，または任命であったのと異

なり，農田水利協会の評議委員は完全に会員の互選により決定する．つまり，水利組織の運営

は次第に政府側の支配から地方自治へと移っていった．

１９４７年８月５日，台南県長の袁国欽は評議会選挙で第一期会長として選ばれた．嘉南大�農

田水利協会と嘉南大�水利組合の組織機構は，組合長を協会長に改称したこと以外，変更は全

くなかった３２）．この時，政府は積極的に水利事務に参与するため，１９４７年１１月２７日に台湾省建

設庁水利局を設立し，農林庁から指導を受け３３），全省の水利工事を司った．全省各地の水利協

会は水利局に直属し，また指導と監査を受けることになり３４），従来の民間自治の水利団体は水

利局の付属機構となった．３５）

水利協会時期の組織機構は，基本的には嘉南大�農田水利協会の組織機構の踏襲である．変

更点は，地方郡部から地方区部への改称，西螺区部の増加および斗六地方の土地改良建築事務

所の廃止である３６）．定員編成は組織の接収初期の１，１０８名と同じである．

水利協会時期の本会の事業区は，合計で大�などが６８箇所ある．多くの私設 �が続々と事

業区に収められたため，水利協会の灌漑面積は一度に１８５，６５８ヘクタールまで増加し，会員人

数は約１８万人となり３７），日本統治時期よりも規模が大きくなった．

２．台湾省嘉南大�水利委員会（１９４６－１９５６）

農田水利協会時期において，戦後の人手および物質不足など種々の要因で，全省各地の増水

防止協会が独立できず，業務が停滞していた．１９４８年１月から，台湾省政府は「台湾省各地水

利委員会設置弁法」，「台湾省各地水利委員会組織規程」などの規則を続々と公布し，各地の増

水防止協会を農田水利協会に合併させ３８），水利組織をして灌漑排水および水害予防という２つ

の機能を具えるよう回復させた．また，３８単位の農田水利協会を水利委員会に改組し，斗六と

屏東に水利委員会を増設して３９），全省の水利委員会を４０単位に増加させた．同年２月２０日，嘉

南大�農田水利協会は「台湾省嘉南大�水利委員会」に改組された．
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水利委員会の組織は，委員および経費の源の変革が比較的大きい．委員の選出は両方面から

行われた．１つは分区での会員の互選によるもので，地主と小作農が定員の半分ずつを占めた．

もう１つは水利局が関係する県（市），区（郷・鎮）長を任命する，いわゆる確定委員であり，

また，地元の人々と水利専門家が任命される，いわゆる専門委員であった．そのうえで，委員

の中から主任委員および副主任委員を選出し，水利局が任命の手続きをした．全ての任期は４

年であった．嘉南大�水利委員会は改組した翌日（１９４７年２月２１日），直ちに水利委員名簿を

定めた．委員の総計は１６０名で，そのうち確定委員および専門委員が４１名で，委員会の４分の

１を占めた４０）．主任委員は水利委員から選出し，戦後初期の会員直接選挙に取って代わった．

水利委員会の会員は，１９５１年に改訂した「台湾省各地水利委員会組織規程」により，下記の

各条項の合致する者は全て水利委員会に加入することになった．各条項とは，１．公有地の管

理者もしくは抵当権者，２．私有地の所有権者もしくは抵当権者，３．公有地および私有地の借

用主あるいは耕作権者，４．家屋またはその他工作物設備の所有者，５．当該土地の主要産物を

原料とする現地製造業者，であった４１）．この時期の本会の会員数は２５７，４０３人でおり，そのう

ち地主が１７２，７５３人，小作農が８４，６５０人であった４２）．

水利委員会の組織もある程度調整された．総務部および業務部を廃止し，水利協会時期の６

課を，総務，設計，灌漑，増水防止，財務の合計５課に調整した．また，地方区部は地方分会

に改称された．会員定員の編制は１，１２０人まで拡充され，そのうち技術人員が８６６人，事務人員

が２０６人，労働者が２３人になった４３）．また，水利委員会の現場組織については，組織規程の中

では規定されていないが，各地の水利委員会が有する「実行協会」という組織が運営していた４４）．

その実行協会が発揮した機能は，日本統治時期の水利実行小組合に似ている４５）．

水利委員会の経費は，会員から徴収してから割り当てていた．会費は特別会費と普通会費と

の２種類があった．特別会費は特別工事費であり，水利委員会のために工事をする際，省政府

から補助金が支給されるが，そのほかに農復会もしくは銀行に借入れを申請した後に受益会員

から徴収する会費のことである．普通会費とは，１９５０年に公布した「台湾省各地水利委員会徴

収会費弁法」により，事前に徴収基準を水利委員会に提出し，会議で採択され，県政府の許可

が下されたものに限り，徴収することができるものである．もし，会員が規定に従わずに会費

を未納したとき，滞納金が徴収され，場合によっては給水停止されることもあり，あるいは県

政府から法によって処罰される．嘉南大�水利委員会々費の徴収は年に２回行われ，納入率は

９割以上であった．会費の負担は日本統治時期末期よりも軽減され，日本統治期末期では毎甲

ごとに３００石の穀物が徴収されていたが，約１５８石から２５０石の穀物が徴収されるようになっ

た．４６）

水利委員会自体の性格があまりはっきりしておらず，しかも，日本統治時期の水利組合令の

ような制度も無かったため，水利委員会に問題が次々と生じてきた．比較的顕著な問題は３つ

あった．１つめは，経費問題および事業区問題である．小規模の水利会は会員数が少なく，事
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業区の範囲も狭いので，徴収会費が必ずしも目標に達せず，借金をして会務を維持しなければ

ならなかった．当時の嘉南大�水利委員会の債務も，日本統治時期の債務よりも多かった４７）．

２つめは，法令が不明確であったことである．水利委員会は公的法人の性格を具えていないた

め，会費，労働者，土地の徴収ができないため，水利委員会の負担は増加する一方で収入が減

少していた．３つめは，議事機構と執行機構が重複していたことである．委員会は議事機構で

あるが，委員から選出した主任委員は最高執行者でもあり，これは議事と執行が一緒になって

しまう懸念があり，公平と客観に欠ける監督単位となってしまっていた４８）．

改組後の水利委員会は，政府が水利事業を早期に支配するため，日本統治時期の水利組合を

手本にして作った特殊体制であったが，法律の根拠および公権力に欠けていた．水利委員会は

各単位から全く承認されることは無く，省政府が制定した単行法により水利委員会に与えた公

権力はほとんど架空に等しかった．そのため，水利委員会は形式的な準公務機関でしかなく，

実際上は完全な民間組織と見なされ４９），官でも民でもない水利委員会を改革しなければならな

かった．

三．組織の定型－嘉南農田水利会

１９５６年，水利委員会の組織属性が明確でないために水利事業の運営に甚だ不便を感じ，ま

た「耕者有其田（耕作者がその土地の所有者）」のスローガンを順調に推進するため，９月に

改正公布した「台湾省各地水利委員会改進便法」５０），また１１月に公布した「台湾省農田水利会

組織規程」に従い，４０単位の水利委員会を２６単位の農田水利会に合併した．嘉南大�水利委員

会は「台湾省嘉南農田水利会」に改称され，現在に至っている．政治経済の政策および嘉南農

田水利会の性質の転換により，農田水利会については，制度改正初期，調整時期，そして質的

転換時期に分けられ，この３つの時期に分けて考察していく５１）．

（一）制度改正初期

水利委員会を農田水利会に改組した主要内容には８点ある．１つめは公的法人としての法律

地位の確立である．これにより，会員に労働者，土地，会費を徴収する権力，それに事業管理

の権力を持たせた．２つめは事業区域の調整である．４０単位の水利委員会を２６単位の農田水利

会に合併し，水利事業が正常に運営するため，１県に１個の水利会設置を原則とした．３つめ

は権能機関の区分である．立法，監察，執行の三権に分立し，最高権力機関は会員代表とし，

監察機関は評議委員会とし，執行単位の最高指導者は会長と定められた．４つめは各制度の確

立である．例えば，事務人員と業務人員の比率を３対７とし，また，各級の従業員は他の公職

を兼任してはならないとする人事規則の公布である．５つめは現場組織の設立である．灌漑と

排水に分けて水利組・班を設立して現場組織を完備させ，階層に分けて各自に責任を持たせ
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た．６つめは会費の徴収基準の確立であり，会費徴収弁法を公布した．７つめは債務清算であ

る．８つめは監督の権力と責任の改定である５２）．

嘉南大�水利委員会は，１９５６年７月２０日に「嘉南農田水利会設立準備処」を設立した．台南

市長の楊請が主任を兼任し，積極的に会員資格の審査および編成を進め，水利組を区分してい

き，水利会々員代表および評議員，会長の選挙公告や取り扱いを行い，元水利会職員などを選

抜した上で水利委員会の改組などの作業を行った５３）．１０月１４日，水利委員会は「台湾省各地農

田水利会選挙罷免規程」により，改革後の会員代表選挙を行った．１１月５日，第一回会員代表

大会を開き，評議委員および会長を選出し，林蘭芽が第一期会長に当選し５４），１２月１日，台湾

省嘉南農田水利会が正式に設立された５５）．

嘉南大�の灌漑区域は２つ以上の県を跨ぐために第１級の農田水利会であり，組織機構は他

の農田水利会よりも大きい．管理系統は会長の下に総幹事と総工程師それぞれ１名が設けられ，

業務には公務，管理，財務の３組に分けられ，秘書，主計，人事の３室が設立された．灌漑管

理系統は管理処に改称され，１７７地点の作業基地を管轄する．その他，烏山頭区および林内区

に水源管理処がある５６）．定員の編成は１９７５年の調整までに１，５３６人増やされた５７）．

水利委員会を農田水利会に改組した原因は，前述の水利委員会そのものの地位が明確でな

かったために運営が困難で，水資源の有効的運用ができなかったという内在的要因である．そ

のほか，最も重要な外在的要因は，土地改革が引き起こした農村社会の変遷である．１９５６年の

農田水利会の制度改革は，国民政府がさらに農村社会を支配するための手段であった．戦後，

国家の力で次々と土地改革を推進し，農村の既存の大地主階級が瓦解した後，国民政府は農民

との直接的な関係を築き，食糧の源を力強く把握して支配することができた．水利会の改革も，

土地改革政策の実施に合わされたので，国民党が農村社会の基層との繋がりを確実にするもう

１つの道であった５８）．

制度改正後の嘉南農田水利会は地方水利自治団体となり，公的法人の地位を有し，公権力を

行使することができた．水利政策の執行および用水管理の運営もより効率的になった５９）．政府

の立場からすれば，水利委員会から農田水利会へと制度改正したのは，政治上および経済上に

おいて重大な意義があり，台湾省農田水利協進会は以下のように述べている．

水利会改革の意義は，政治的観点から見ると，「三七五」減租や公有地開放から「耕者有

其田」に至る政策に合わせて，農民の生活を改善し，十分な民主的基礎を樹立して，反共

抗ソの力を充実することである．経済的観点から見ると，本省の四年経済建設計画に合わ

せて，農業生産を発展させ，自給自足から輸出国外販売を実現することである．社会的観

点から見ると，社会安全制度の遂行に合わせて，生産秩序を維持し，農村社会を安定させ，

社会安全の基礎を強化することである６０）．

経済面の意義では，食糧増産を極大化するため，順番に灌漑する制度を推進し，水利組織の

改組は，政策の下達および執行に有利であった．１９４０年代から，第２次世界大戦の影響を受け，
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本区の農民で三年輪作制度によって耕作する者は極めて少なかった．戦後，砂糖価格下落の影

響を受け，農民の資金の回転が困難になり，耕作面積は縮小し，高地の灌漑不足および農民自

身の利益考量などの要因に影響され，輪作制度は崩壊していた６１）．１９４６年から１９５４までの間，

毎年の甘蔗の栽培総面積は輪作面積より少なく，最高の１年はわずかに３２，４８３ヘクタールであ

り，輪作面積の８３％しかなかった６２）．１９６６年から１９７０年の間，甘蔗の栽培はほとんど停止され，

甘蔗区の甘蔗栽培面積はわずか３５％である一方で，農民は雑作を栽培しており６３），大�三年輪

作区の耕作制度は既に有名無実化していた．１９６０年代，台湾の食糧への切実な欲求，また水利

会の改革と曾文ダムの竣工などの原因で，崩壊していた三年輪作制度は再び言及されるように

なった．ただし，過去の三年一稲作から三年二稲作に改められた．

（二）調整時期

１９５３年から，台湾政府は５回にわたる４年経済建設計画を次々と実施し，「農業が工業を育

成し，工業が農業を発展させる」ということを発展の主軸とし，この発展の策略によって，工

業発展の基礎を固めたが，農業発展が苦境に陥り，農業資源が工業部門に移転してしまっ

た．１９７０年代から，工業生産額は農業のそれを超え，大量の農業労働力が都市の工業に移し，

農村労働力は日に日に不足し，賃金と物価の上昇により，農業人口および耕地が日に日に減少

し，農田水利会の財源に苦境をもたらした６４）．そのうえ，水利会事業区域はほとんど過去を踏

襲するので，強烈な地方色を持ち，同水系で異なる事業区域間で用水問題の紛争が絶えなかっ

た．それに，各水利事業区域の灌漑面積の差が大きく，約１５万ヘクタールの灌漑面積を持つ嘉

南農田水利会もあれば，わずか２，４７３ヘクタールしかない竹山農田水利会もあり，管理の困難

と不経済を招いていた６５）．台湾省政府は農村建設の加速に合わせ，農業生産を増進させるため，

有効的に農田灌漑と排水設備を改善していた．１９７５年から，「台湾省加速農村建設時期健全水

利会施要点」に基づき，健全な水利会方案を実施し６６），その内容は合計１９条あり，比較的重要

なものは以下の通りである．

１．一時的に会員代表の選挙を行わない．

２．会長は省政府が現職で功績のある会長，あるいは水利会高級主管また公務員から選んで

任命する．

３．人事を簡素化するため，定員の編成は灌漑面積１５０ヘクタールごとに１人を原則とする．

４．過去で重荷となった工事代金は，政府が１回３億元の補助金を支出し，今後水利会が取

り扱う改善工事の経費には，政府が毎年２億元を補助する．

５．「健全農田水利会指導審査班」を設立し，秘書長，そして民政，建設，農林各庁長，ま

た人事，主計両処長，そして糧食局長など関係機関の上級長官が指導委員を担当し，監

督を務め，水利会の予算，決算を審査する．

６．各水利会と会員との間の権利義務に関する重要な案件あるいは財産の処分などに関わる
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ことは，予め水利局に報告し，許可を得て，指導審査班委員の審議の可決を得た上で，

執行する．

７．水利業務の推進をより便利にするため，２２単位の水利会を１４単位に調整し，さらに，灌

漑面積により水利会に等級をつける．灌漑面積が５万ヘクタール以上の甲等会は，嘉南，

雲林，彰化などの３つである．灌漑面積が２万から５万ヘクタールの乙等会は，高雄，

屏東，台中，桃園，新苗，宜蘭などの６つである．２万ヘクタール以下の丙等会は，北

基，南投，花蓮，台東，石門などの５つである．適地の経営，人事の簡素化などを目的

とし６７），異なった等級の水利会はそれぞれの組織系統を持つ．

前述の内容をまとめると，２つの問題を見出せる．１つめは，水利会の経費と経営に弊害が

生じたために運営が困難となったことである．２つめは，地方自治に属していた水利会の経営

体系が政府によって直接的に支配，管理されるように変更されたことである．まず，２つめの

問題について，１９７０年代の台湾の政治経済環境は危機に瀕していた．政治上では，国連から脱

退した問題，中華民国（台湾）と米国の断交，外交の孤立など政局が不安定となる危機が生じ

ていた．経済上では，石油危機という世界的な経済恐慌に直面していた．このような状況で，

政府は中央の権力を強化することにより，内部を安定化させようと望んでいた．内部を安定化

させるための最も基本的なものは農業であり，いかに農業の生産額を増加させるか，農業生産

の環境を強化させていくのかという問題は，政府が早めに解決しなければならないものであっ

た．よって，農業の発展に深く関わる農田水利会を一時的に政府が代わって管理することによ

り６８），最大効果を発揮することが望まれていた６９）．

その上，水利会に関する各種弊害および財務問題については，説明するにあたって嘉南農田

水利会が最良の事例である．１９５６年に農田水利会に改組した後，１０数年間の運営により，人事

の腐敗，会務の弊害，選挙気風の後退または莫大な債務負担などの問題が次々と現れた７０）．そ

のうち最も深刻な問題となったのは人事と債務の問題である．嘉南農田水利会の人事に関し，

改組後の定員編制は，１９５６年から１９５８年までの間は約１，１００人を維持し，水利委員会時期と同

じであった．しかし，１９５９年から続々と編制を拡大し，１９５９年に１，３６６人まで増加し，１９６０年

には１，４３４人まで増加し，そのうち定員外の人員は最高８１人に達した７１）．いわゆる定員外の人

員には，政府が配属した転職士官も含まれている７２）．人事編制の拡大に伴い，人事費用が徐々

に高くなり，１年間の会費収入の約５０％以上を占めた７３）．膨大な定員編制および人事支出があ

ることに関わらず，業務量は相対的に増加していない．例えば，小規模給水路の修復と平時灌

漑用水の掌管は水利班が会員を労働動員する方式で取り扱っていた．濁水渓幹線の水源の分水

問題は，台湾省水利局が分水隊を組んで調節作業を執行した．半数の労働力は主に会費の催促

と債務を遡及するために使われていたので，水利局は「借金取立て会」と批判された７４）．

それから，嘉南農田水利会の財務問題を論じると，八七水害後の水利施設の修復および白河

ダムの建設など各種工事を改善するため，農復会，土地銀行，聯合基金，糧食局と台湾糖業公
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司など各機関から借り入れた．巨額の工事借入金に対して，本会はほとんど返済できず，債務

は１９６０年には既に１億元を超え，１９６９年にはさらに４億元を超え７５），莫大な債務額は当局およ

び世論の注意を喚起した．以下に『台湾日報』の記事を引用する．

台湾省最大の嘉南農田水利会は，最近債務が４億４千万余元にも達したと伝えられており，

毎日の利息が９万６千元にも上り，省政府官員を驚かしている．農田水利会には積極的な

収入はなく，正常収入は基本会費以外に工事受益費しかない．借入金が４億４千万元に達

した農田水利会が，上述した収入で借入金を返済することは簡単なことではない．それに，

長期間にわたって少しずつ積み重ねた結果，１年間だけで３千万余元の借入金が増加する

ために大変重大な問題となり，各方面に注目されている７６）．

水利会の収入は主に会費と工事費である．もし，この２つの費用の徴収が順調でなければ，

水利会の財務状況はすぐに苦境に陥る．白河ダムの工事費を見ると，水利会が８千万元余りの

工事費を負担し，受益農民に会費と工事費を徴収するという規定があるが，白河ダム灌漑区の

会員は，１ヘクタール毎に納める会費と工事費は５千元余りに達した．規定によれば１ヘクター

ル当たりの会費は穀物３００キログラムを超えてはならず，これを換算すれば約１，２００元となり，

会員の負担は自然と増加した．減免の請求は何度もなされたが効果は無く，会費不払い集団行

動や工事費騒ぎを引き起こした７７）．財務の負担は日々重くなったうえに，会費および工事費の

徴収が抗議されたことにより，嘉南農田水利会の運営はほとんどできなくなった．１９７５年の健

全農田水利会方案の実施は，当会にとって１つの転機であった．

「台湾省加速農村建設時期健全農田水利会実施要点」により，全省の２２単位の水利会を１４単

位に合併し，その中の竹山と斗六の２つの水利会を雲林水利会に合併した．さらに，当会に属

した濁水渓幹線灌漑部分約４９，２７６ヘクタールの土地を雲林水利会に編入した７８）．人事の簡素化

に合わせて，１９７５年から定員編制が８０２人に縮減され，７３４人を削減した．人員削減率は４８％に

まで上り，方案が提示した３分の１よりも高かった７９）．

組織機構の方面において，当会は甲級水利会に属すにも関わらず，濁水渓幹線灌漑系統とそ

の灌漑の５万ヘクタールほどの土地が雲林水利会に属したため，当会の組織に大幅の調整が

あった．工務組の通信係，管理組のメンテナンス係，総務組の観光係と研究室およびその下の

３係を廃止し，財務組に微調整係を増設した．灌漑管理処に属した各区も同時に調整と合併を

行い，例えば，白河区管理処が増設され，烏山頭管理処に観光係が増設された．

（三）質的転換時期

１９８２年，台湾政局が日に日に安定化するに伴って水利組織の運営が正常化した後，政府は「農

田水利会組織通則」を改訂し，再び水利会が各自で管理するようになり，公的法人の自治形態

に回復した．政府が２，３名の会長立候補者を選抜し，会員代表が投票する８０）．しかし，商工

業の急速な発展と社会構成の変遷，また用水形態の変化などの要因により，農田水利会の運営
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に再び問題が生じた．主な問題点は財務，人事，体制の３方面である．１つめの財務方面につ

いては，前述の農田水利会の財源は主に会費徴収であり，一般会費は経済環境の変化，農村経

済の不況は農業所得低下をもたらした．農民の負担を軽減するため，会費の徴収は，１ヘクター

ル毎に穀物３００キロを超えないという１９５５年に制定した標準を用い続けた．それに，１９９０年か

ら一般会費がそれまでの３割まで下がったほか，工事費に関する徴収は全て廃止された．１９９１

年になると，会費徴収は最低標準の１ヘクタール穀物２０キロで徴収されたので，水利会の財源

はますます困難な状態となった．その年，会費の徴収は完全に廃止となり，水利会の経費は全

て政府の補助に頼り，水利会に安定的収入が無くなった．２つめの人事方面については，水利

会は公的法人の地位を有するものの公務機関ではないので，職員の昇進は限られており，優秀

な人材を集められなかった．また，人事の調整はしばしば派閥に左右されるため，業務の質を

なかなか高めることができなかった．３つめの運営体制方面については，会長と会員代表は選

挙で選出し，地方派閥に左右されることが避けられなかった．会長選挙は会員代表に支配され，

しばしば水利会の人事配置あるいは水利工事の引受けに関わってくるため８１），財務状況がすで

に苦境に陥った水利会の問題が更に複雑となった８２）．

水利会の多くの問題を鑑みて，１９８５年から農委会が特別案件研究計画を立案し，台湾省水利

局が水利会の運営，財務および政府補助の３つの問題点に対して改善方法を研究し，制定し

た８３）．１９９０年に，行政院は各方面から意見を集めた後，政策性の審査と指示をした．主な改善

方向は２つである．１つめは，会長および会員代表の選出が選挙制から任命制に変えられた．

その目的は，より専門的な水利会を運営するため，地方派閥あるいは代表から水利会への関与

を減少させることである．２つめは，政府からの補助金について適切な運用計画を立てること

である．政府から水利会への補助はそれまでの６割から全額補助までに引き上げられた．そし

て，水利施設を正常に運営するため，工事費用を一定の比率に厳しく制限し，人事経費に転用

してはならないと定めた８４）．

嘉南農田水利会は台湾最大の水利会であるけれども，直面している問題は他の水利会と同じ

であり，甚だしきに至っては資源の豊富さが問題を複雑にして困難なものとしていた．例えば，

会費徴収を農民にボイコットされる事件が次々と発生し８５），会長の選抜で政府からの任命を拒

絶したことなどがよく伝えられた．８６）

１９９３年１月１８日，国会で「農田水利会組織通則部分条文修正草案」が通過し，「水は天然資

源であるため，国家が所有し，人民が土地所有権を取得してもその影響を受けない．……よっ

て，農業の需要に供給するための水利資源の開発と運用は，政府公共事務の一環であり，政府

が引き継ぐべきである８７）」という観念に基づき，中央主管機関は経済部から農委会に移され，

会員代表制の廃止が決められ，省市主管機関が会務委員を選抜，任命することに変えられた．

また，新たに３９条之１を制定し，１９９４年５月の会長選挙を中止して政府任命制に改め，また，３

年以内に農田水利会を公務機関に改制することを定めた８８）．
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２００１年６月，「農田水利会組織通則」が再修正され，農田水利会々長および会務委員の選抜

方式がさらに改められ，会員で直接選挙することになった．台湾省の各農田水利会は２００２年６

月より，会長および会務委員は会員の直接選挙で改められた．台北市の２つの農田水利会は２００４

年１０月から，会長と会務委員は会員の直接選挙で改められた．会長と会務委員の選挙罷免法は，

農田水利会組織通則により，農田水利会が共同で制定し，後の調査に備えておくために，中央

主管機関へ報告する．

四．「農業振興」から「営利主義」に至る多角化経営

（一）水利権の放出

１９５３年に始まる「経済建設四年計画」が「農業が工業を育成する」ことを成功させ，工業発

展の基礎を固め，台湾の商業化と都市化を促し，台湾経済の繁盛を加速させた．しかしながら，

工業化と都市化の結果，産業からの水資源の需要が高まったことにより，相互競争が水資源の

分配を深刻な問題とした．

農業部門の重要性が年々衰退していくに伴い，代わって商工業を主とする産業構造となった．

水資源をいかにして各部門間で最も有効的に利用するのかということが，各部門間で差し迫っ

て解決を要する問題となった．水利法の規定により，利用の優先順位は，「家庭および公共用

水，農業用水，水力用水，工業用水，水運，その他の用途．前項順序については，省（市）主

管機関が特定の水道，あるいは政府が画定した工業区の実際状況を酌量し，中央主管機関に変

更許可を申請し得る８９）」と定められた．現在の水資源の利用は農業灌漑を主にしており，常に

７０％以上を占めている．水利法の規定に従えば，家庭用と公共用を優先すべきである．経済効

果の面からすれば，工業用水の効果と利益は最も大きい．農業部門の生産収益率が年々降下す

るに伴い，他の部門が水利会に水利権を分配するよう要求しており，台湾最大の農業生産区に

ある嘉南水利会も水利権を守るために戦わなければならない状況に立っている．

表１は，１９７４年の曽文ダム竣工後の，数年来の烏山頭ダム放水量の状況を示している．表か

ら分かることは，１９７４年以前に烏山頭ダムは農業灌漑用水しか供給してなかった．１９７５年から

公共用水を供給し始め，１９７６年から工業用水を供給し始めた．１９８６年以前に，灌漑用水量は

８０％以上維持していたが，その後は約７０％に下がり，灌漑用水の分配比率は年々低下しており，

その他を目的とした用水の比率は年々上昇していた．つまり，嘉南水利会は現実の環境の圧力

を受け，その他目的の用水量を調整していた．１９８６年以後，灌漑用水の比率が８割以下に下がっ

たのは，政府からの関与の影響を受けたからである．水利会はそれに対して，以下の不平を述

べている．

曽文，烏山頭ダムの系統灌漑区面積は６万数千ヘクタールに達し，既定の耕作方式と灌漑

制度に基づいて灌漑運営しており，年度灌漑計画を制定し，現地の実際の需要に合わせて
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実行している．これらの計画を四季に亘って繰り返しているので，きちんと実行できたは

ずである．しかし，計画通りにならなかった．まず，ダムの水源は需要量を満たせない．１９７４

年８月７日，政府は７４６字第１４０８８８号函一紙に，灌漑用水の年間分配量は９億立方メート

ル以下とする行政命令を下した．よって，灌漑用水の年間分配量が１０億立方メートルとい

う本来の正常灌漑計画は，常に灌漑中断などの節水対策をしなければならなかった．それ

に，ダムの主な水源は雨水であり，その多くを春の梅雨と夏の台風でもたらされるダム貯

水に依存するが，全く天候を予想し難く，ここ数年の梅雨と台風の降雨量は少なく，また

降雨地点と時期が合わないなどの問題があった．各種の異常な事態はいつでも発生する可

能性はあった．例えば，１９７９年夏にダムの貯水率が１００％に満たしたが，次の１９８０年の春

と夏も，大雨が降らなかったので，その１年間の灌漑運営に余裕はなかった．それに，商

工業と都市の発展により，公共用水が急激に増加していた．そのため，生活用水を最も重

視する原則のもと，不足気味の農業用水が生活用水に転用された．さらに，生活で使用し

た水は回収してもなかなか再使用できないため，用水の調整はますます困難となった．こ

のほか，現代社会と民間気風の変遷により，本来の耕作方式がすっかり変わってしまい，

農民は各区でそれぞれ異なる農作物を耕作しているため，堪え難いほどの用水管理の問題

が生じた．９０）

嘉南農田水利会は水利権放出を迫られ，しかもその割合が年々増加していた．政府と各部門

からの圧力のほか，農民も水利会の配水にほとんど合わせることができなかった．前述のよう

に現在多くの農民は自分で地下水源を開発するようになり，水道料金も政府が代納しており，

水利会との関係はだんだん疎遠となっている．耕作制度と用水管理において，水利会はもうそ

れを支配できなくなっている．水利会の役割が果たせず，また資源が次第に無くなりつつある

状況においては，質的転換が最良の方法である．

嘉南水利会の質的転換は２つの方面から見ることができる．１つめは農業用水の転用であ

り，２つめは多角化経営である．まず，灌漑用水の転用についてであるが，嘉南水利会は政府

の政策に合わせるため，灌漑用水を減少させ，生活用水と工業用水の支援をした．政府が定め

た計画灌漑水量は９億立方メートルであったにもかかわらず，水利会の計画では７億立方メー

トルしかなく，１９９２年にいたってはわずかに４億立方メートルしかなかった．水利法第２０条之

１は，「水源の水量不足については，第１８条第１項の第２款から第６款により，用水目的の順

番が優先されるが，水利権登録が後の人が優先的に水源を使用する場合，先に登録した水利権

者に大きな損害を与える際には，後に登録した水利権者は適当な賠償をし，その賠償金額は双

方の協議によって決める．もし協議が合意に至らない場合は，主管機関が損害状況により賠償

金額を制定し，優先的に水源を使用した人が負担する．９１）」と定めている．嘉南水利会の灌漑

用水は多くを水道水に転用したから，台湾省水道局と補償金の協議をしたが，合意に至らなかっ

たため９２），最後は台湾省建設庁が仲介し，１９９４年から用水補償金が１トン４，２４８元と定められ
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た．その中には以下が含まれる．

１．曽文ダム管理局の調整配水費用は０．３０元／トンで７．１％を占める．この費用は曾文ダム管

理局に交付する．

２．農民補償費用は３，０９６元／トンで７２．９％を占める．小規模給水路内面工事および掌轄水工

事費用として農民に還元する．

３．嘉南水利会の強化管理費用は０．１１７６元／トンで２．７％を占め，これは水利会管理費に属す

る．�路使用費は０．７３４４元／トンで１７．３％を占める９３）．

農業用水を分配して生活用水と工業用水を支援することが９４），政府と各部門の既定政策であ

るが，農民の権益を犠牲にしてはならない．また，他の目的に転用した用水を再び回収して灌

漑に使用するのは難しい．比較判断して，合理的な補償費用を受取ってから，水利施設の維持

費および農民補償費用として使うことは，具体的可能な方法である．しかし，長期間に亘ると，

嘉南大�の灌漑機能という役割は徐々に失ってしまう．現在，嘉義県と台南県の開発済みかつ

開発中の工業区は，台南科学工業区を含めて２５箇所ある９５）．工業用水量の需要は日々高くなっ

ており９６），新しい水資源を開発する以前に，嘉南水利会の灌漑用水も各方から標的にされてい

表１ 烏山頭ダム歴年の放水量運用状況（１９７５－１９９３）（単位：万立方メートル）

資料出所：台湾省嘉南農田水利会『嘉南農田水利会統計要覧』台南：編者出版，１９７５－１９９３年，「烏山頭
水庫歴年放水量統計表」．

年別
項目 年総放水量

灌 漑 用 水 家用及公共用水 工 業 用 水

水量 （％） 水量 （％） 水量 （％）

１９７４年

１９７５年

１９７６年

１９７７年

１９７８年

１９７９年

１９８０年

１９８１年

１９８２年

１９８３年

１９８４年

１９８５年

１９８６年

１９８７年

１９８８年

１９８９年

１９９０年

１９９１年

１９９２年

１９９３年

８０，８８６

８１，９７２

１０７，７２１

９８，２７２

１０２，１４７

９６，１４５

６２，０４７

６７，３５６

９６，４８６

９１，９１８

８７，８０６

６１，５２１

９３，０５９

７７，５７２

６５，２１４

８９，９１１

８９，２９３

８５，１５９

６１，４４０

７４，３３３

８０，８８６

８０，１２０

１０３，６６１

９３，００５

９４，７３３

８７，６９４

５３，３８０

５８，０１３

８５，７０７

７９，６８５

７４，１９１

５０，８４６

７６，９７２

６１，０１６

４８，７１０

７０，８４３

６８，９３４

６５，５２０

４０，６７１

５３，７４９

１００

９７．７

９６．２

９４．６

９２．７

９１．２

８６．９

８６．２

８８．８

８６．７

８４．５

８２．７

８２．８

７８．６

７４．７

７８．８

７７．２

７６．９

６７．２

７２．３

―

１，８５２

３，８９９

４，８６１

６，８３９

７，８０１

８，０６７

８，９２４

１０，１８７

１１，６９５

１３，０８０

９，７３６

１４，９２９

１５，４２４

１５，１９１

１７，４３９

１８，６４６

１８，２９２

１８，９３４

１８，８４４

―

２．３

３．６

５．０

６．７

８．１

１３．０

１３．２

１０．６

１２．７

１４．９

１５．８

１６．０

１９．９

２３．３

１９．４

２０．９

２１．５

３０．８

２５．４

―

―

１６１

４０６

５７５

６５０

６００

４１９

５９２

５３８

５３５

９３９

１，１５８

１，１３２

１，３１３

１，６２９

１，７１３

１，３４７

１，８３５

１，７４０

―

―

０．２

０．４

０．６

０．７

１．０

０．６

０．６

０．６

０．６

１．５

１．２

１．５

２．０

１．８

１．９

１．６

３．０

２．３
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る．有限な水資源をしていかに最大効果の運用をするのかという問題は，嘉南水利会に試練を

与えているだけでなく，嘉南大�の歴史的位置づけにも関わっている．

（二）多角化経営

水利会の多角化経営の問題について，現在水利会が直面している問題は７つある．それは，

産業構造における農業の比率低下，環境汚染，水資源の欠乏，WTO加入が農民に与えた影響，

水利施設の広範性，稲田の転作もしくは休耕がもたらした農業用水の余裕という仮相，農業用

水の水利権，水量転移である９７）．これらの問題を克服するため，各水利会は生存と発展を求め

て積極的に多角化経営を図っている．嘉南農田水利会は，１年間で２０億元の経費を支出してお

り，そのうち農民会費の部分の９億元は政府が代納している．そのため，水利会は他の経費の

出所を捜し求めなければならない．

嘉南農田水利会は，１９９９年に「多元化」というスローガンを掲げ，多角化経営に進み始めた．

ガソリンスタンドを設置し，水耕野菜を発展させ，小さい池を納骨塔の中心地点にし，烏山頭

ダムの近くに「三代同堂（家族三世代団欒）」の保養地を建設する予定などの計画を立てた．

多くの多角化経営計画のうち最も注目されたのは，発電所の設置である．「水利会は政府のエ

ネルギー再生使用政策に共鳴するため，水資源を運動エネルギーに転換することにより電力に

転換する．よって，台湾電力公司と協力計画を立て，烏山頭ダムに発電所を設置した」．２０００

年に行政院は，内需拡大を遂行し，民間の電力の増加を要求し，民間による水力発電工事を支

持した．そのため，嘉南水利会は台塑（台湾プラスチック）公司と共同で「台化公司」を設立

し，水利会は７０％の，台塑は３０％の支配権を持った．２００２年８月に烏山頭ダム発電所が竣工し，

全ての発電々力を台湾電力公司に販売した．ピーク時とオフピーク時で電力価格が異なり，平

均では１kWh／１．４元で販売した９８）．現在，水利会は再び西口水力発電所を建設しており，２００９

年に竣工する予定である．水利会の推定では，１５年間の元金返済期間以後，２つの発電所は水

利会に毎年１億元の純利益をもたらす９９）．

現在，台湾の水利会は管轄区域から簡単に都市型水利会と農村型水利会に分けられる．同じ

く嘉南大�系統に属する雲林水利会は，管轄区域が農村にあるため，多くの水利地点または水

利不適当地を持っているが，元々地価が比較的安く，政府からの巨額補助金があっても，財政

状況は相変わらず相当厳しいため，水利事業の経営は困難であった１００）．そのため，雲林水利

会は１５項目の多角化経営方針を企画した．例えば，水利施設でしか見られない水の特殊な景観

をメリットにしたレジャーセンター，または大型量販店の建設，貯水池建設による貯水，都市

の水利用地における BOT方式での総合商業ビルの建設，砂利砕石工場や生コンクリート工場

の設立などであり１０１），これらが財務困難な状況を徹底的に改善するよう望まれている．嘉南

水利会は都市型水利会であるが，多方面への多角化経営の方向を目指して企画している．例え

ば，水力建造物の提供，水力発電所の建設，広告看板の架設，駐車場の建設，観光名所の開発
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などである１０２）．

同じく嘉南大�に属する雲林と嘉南の水利会は，環境の変遷に合わせるため，多角化経営を

発展させている．その発展方向を見ると，水利と生態に回帰する動向はほとんどない．たとえ

将来の成果がどうであろうとも，予測できることは，組織と水利や環境との関係はどんどん疎

遠になっていくことである．

五．結語

嘉南大�水利組織の変遷歴程を総合観察すると，水利組織は清朝期の民間自主経営から，日

本統治時期の半官半民を経て，戦後になって徐々に官営化されていった．これらの変遷歴程の

原動力は，水の役割が次第に変化していることである．そして，水の役割の変化はその価値を

より高め，多元化している．相当な資源が累積したことにより，民間か政府かを問わず，双方

とも水資源を保有したいため，水利組織は生存するため次々と政府と農民との間を斡旋し，質

的転換を強要されることになった．嘉南農田水利会はその最良の事例である．観光事業の開発，

発電事業の投資および賃貸用商業ビルの建設など各種の経営は，どれも水利組織の経営と運営

を続けるための方法である．

終戦後，嘉南農田水利会が担当した業務は畑の灌漑と排水に限らず，政府からの委託または

協力して執行した業務の数はなんと２４０にまで達した１０３）．これらの業務は水資源に関連してお

り，本来の水利会の職掌から背離していないが，水資源を主管する機関と職務の統合に伴い，

最初の水利会の機能とそれに関わる業務はだんだん消失していった．その上，前述の７つの問

題および政府が水利会を政府機構に変えるべく制度改正を急ぐ圧力の下で，水利会は新たな自

分の道を作らなければならなくなった．「農業振興」と「営利主義」との狭間の苦闘は，近い

うちに必ず台湾の各農田水利会の間で揺れ動くであろう．
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た．２度目は１９３０年５月に行われ，大�工事の完成にともない，保留や管理という必要な職務

を除き，残りについては全て解雇された（枝徳二『嘉南大�新設事業概要』２８６頁）．

８）１９２８年１０月に修正された「公共 �官佃渓 �組合規約」第２３条２の内容は，「本組合は郡の区

域に基づく地方の事務処理をし，区域内は郡部に区画し，さらに郡部内は街庄という区に区画

する．郡部には部長を，区には区長を設け，管理者である郡部長が区長を任命する．」というも

のであった（枝徳二『嘉南大�新設事業概要』付録６頁）．

９）台湾省嘉南農田水利会『嘉南農田水利会七十年史』上冊，１６２頁．

１０）八田与一は烏山頭出張所々長を担当し，職員工人が全身全霊で工事に集中できるよう，現地で

宿舎，医療，教育，娯楽などの場所を企画した（古川勝三『台湾を愛した日本人』松山：青葉

図書，１９８８年，１１８-１２８頁）．

１１）防風林を植え込み，洪水を防止する堤の構築の際に防砂機能を含ませ，排水機構を構築するこ

とは，土地改良の必要な過程である．嘉南大�水利組合は完璧な灌漑排水機構の構築のほかに，

土地改良も組合の重要な任務の１つであった（台南州『台南州農業概観』台南：編者出版，１９３８

年，３２-３４頁）．

１２）実は，「公共 �官佃渓 �組合規約」の内容は，公共 �規則と水利組合令の結合物である．

よって，公共 �嘉南大�組合は公共 �の名で台湾水利共進会に加盟した唯一の事例である

（郭雲萍『国家與社会之間的嘉南大�－以日拠時期為中心』中正大学歴史研究所修士論文，１９９４

年，１８頁）．

１３）台湾總督府内務局土木課『台湾水利関係法令類纂』台北：台湾水利協会，１９４２年，９５-１０３頁．

１４）大田周夫「台湾農業水利臨時調整令制定・趣旨」『台湾・水利』第１１卷第３号，１９４１年５月，２-

３頁．

１５）「台湾接管計画網要」張瑞成編輯『光復台湾之籌画與受降接收』台北：中国国民党党史委員会，１９９０

年，１０９-１１９頁．

１６）袁穎生『光復前後的台湾経済』台北：聯経出版社，１９９８年，６４-６５頁．

１７）「台湾接管計画網要」張瑞成編輯『光復台湾之籌画與受降接收』１０９-１１０頁，１１８頁．

１８）本書の内容は，灌漑事業の沿革，官設 �，公共 �，水利組合，嘉南大�，河川工事の６部

で構成されていた（中央設計局台湾調査委員会編『日本統治下的台湾水利』重慶：中央訓練

団，１９４５年）．

１５０ 『社会システム研究』（第１5号）



１９）「民国三十五年第一回評議会組合長報告」嘉南大�農田水利協会編『民国三十五年評議会議録』

（手書本，嘉南農田水利会所蔵）．

２０）「民国三十五年第二回評議会会長報告」嘉南大�農田水利協会編『民国三十五年評議会議録』．

２１）県長は「日産処理委員会」の各県市分会の主任委員となった（「台湾省接收委員会日産処理委員

会結束総報告」張瑞成編輯『光復台湾之籌画與受降接收』４０５頁．

２２）「（三）会名更迭演変紀略」嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』

台南：編者出版，１９５５年．

２３）嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』「附表１」．

２４）古偉瀛「嘉南大�在光復初期的人事変遷：台湾史関鍵性時期的農田水利管理」�澤涵・黄俊傑

編『光復後台湾地区発展経験』台北：中央研究院中山人文社会科学研究所，１９９１年，１０８頁．

２５）当時接収に参与した陳彩宮の話によれば，接収業務は決して困難ではなかった．大部分の業務

は各機関単位の台湾籍職員工人によって引き継がれ，戦後の日本人は既にあまり役に立ってい

なかったので，いわゆる接収は形式上の事務引継ぎに過ぎなかった（郭雲萍『国家與社会之間

的嘉南大�－以日拠時期為中心』９２頁）．

２６）楊群英「我與嘉南大�」台湾省嘉南農田水利会『嘉南農田水利会七十年史』上冊，２４４頁．

２７）古偉瀛「嘉南大�在光復初期的人事変遷：台湾史関鍵性時期的農田水利管理」１１５-１１８頁．

２８）芝田三男『台湾省之農田水利』台北：台湾省水利局，１９４８年，８４頁．

２９）「水利法」１９４２年７月７日公布，台湾省水利処編『水利法規彙編』台中：編者出版，１９９８年，２

頁．

３０）「民国三十五年第二回評議会会長報告」嘉南大�農田水利協会編『民国三十五年評議会議録』．

３１）会長の選任については，会員の直接選挙によるものと企画されていたが，実施されないうちに

２・２８事件が発生し，台湾省行政長官公署は，直接選挙から，評議委員の選出を経て農林処が

任命の手続きをする間接的なものに改めた．第一期会長は１９４７年８月に選出され，戦後水利会々

長の間接選挙はここに開始された（邱淑娟『戦後台湾農田水利水利組織変遷家庭之研究』台湾

大学政治研究所修士論文，１９９５年，４６頁）．

３２）この両期間の組織機構は，ほとんど完全に同じであった（台湾省嘉南大�農田水会『嘉南大�

農田水利会七十年史』上冊，１９０-１９１頁）．

３３）嘉南大�農田水利協会が評議会を開いた時，出席した官僚は約５名であり，そのうち台湾省農

林処が３名，台南県政府が２名であり，ここに台湾省農林処が水利協会の上級指導機関であっ

たことが明らかに見出せる（「嘉南大�水利組合民国三十五年第一次評議会記録」，嘉南大�農

田水利協会編『民国三十五年議録』所収）．

３４）台湾省嘉南農田水会『嘉南農田水利会七十年史』上冊，１６５頁．

３５）謝堡丁『台湾灌漑的組織経営與技術』台北：中山学術文化基金会，１９７２年，３０頁．

３６）台湾省嘉南農田水会『嘉南農田水利会七十年史』上冊，１９０-１９１頁．
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３７）嘉南大�農田水利協会水利課「嘉南大�農田水利協会事業一覧表」『会議関係書類綴』台湾省嘉

南農田水利会 案， 号５２７／０４０（国史館所蔵）．

３８）台湾省政府秘書処編『台湾省政府公報』，１９４８年春字第１０期，１９４８年１月１３日．

３９）１９４７年９月１０日，大�農田水利協会の範囲であった斗六地区は，斗六水利工事の建設のため，

独立した「斗六水利委員協会」が設立され，大�農田水利協会から１万１千甲の土地が分離さ

れてその事業区となった（嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』，

「（三）会名更迭演変紀略」）．

４０）「台湾省嘉南大�水利委員会委員名單」，陳正美氏（元嘉南農田水利会財務組組長）提供．

４１）台湾省政府秘書処編『台湾省政府公報』，１９５１年春字第１２期，１９５１年１月１５日．

４２）嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』，「一，沿革」．

４３）嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』，「五，本会組織系統表」．

４４）戦後初期，各水利委員会は，実行協会，実行組，保護会という３種類の現場組織を有していた．

大�など１１単位の水利委員会は実行協会を採用し，大甲など３単位の水利委員会は実行組を採

用し，竹南水利委員会は保護会を採用し，他の２５単位の水利委員会は現場組織を有していなかっ

た（繆玉清編『改進中的台湾水利会』台北：中国国民党中央委員会第五組，１９５７年，２６頁）．

４５）実は，戦後に成立した実行協会は日本統治時期の水利実行小組合の焼き直しであった．しかし，

脱日本化政策の下，水利実行小組合の機能は抑制された．日本統治時代の運営については以下

の通りである．「実行協会は水利委員会付属の独立自治団体であり，事業に対しては，自主的に

企画準備し，相互協力して方策を立てて進めることで始めて創立の目的が達成できる．しかし，

日本統治時期は自治の名のための本末転倒なものであり，諄諄と善導するものではなく，圧迫

強行するのみの有名無実なもので，何もなすところがなく，不健全な状態をもたらし，堪えが

たくひどく心が痛み，…」（嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』，

「廿二，実行協会之運営」）．

４６）嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』，２６-２８頁．

４７）嘉南大�水利委員会灌漑課『台湾省嘉南大�水利委員会事業與概要』，「十八，光復前後負債比

較表」．

４８）林蘭芽「改進後新水利会応有的新努力」『台湾水利』第３卷第４期，１９５５年１２月，２-４頁．

４９）邱淑娟『戦後台湾農田水利水利組織変遷家庭之研究』４８-５０頁．

５０）台湾省改進各地水利会編『台湾省各地水利委員会改進工作総報告』台北：編者出版，１９５８年，１-

３頁．

５１）陳正美『台湾農田水利会組織演変與農民関係』未出版，１２-１８頁．

５２）章光彩「台湾的水利行政」『台湾水利』第５卷第４期，１９５７年１２月．

５３）台湾省嘉南農田水利会籌備処『嘉南農田水利会籌備概況』臺南：編者出版，１９５６年，１-２頁．

５４）林蘭芽は嘉義出身，台湾総督府国語学校を卒業後，新港庄々長，台南州議会議員，台南州農業
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会参事，台南県農会理事，嘉南大�水利委員会副主任委員および主任委員，などの職務を歴任

した（東南文化出版社編輯委員会『南台湾人物誌』台中：東南文化出版社，１９５６年，１４頁）．

５５）台湾省嘉南農田水利会『台湾省嘉南農田水利会四十週年紀念工作述要』台南：編者出版，１９６０

年，８-９頁．

５６）台湾省嘉南農田水利会『台湾省嘉南農田水利会四十週年紀念工作述要』１１頁．

５７）台湾省嘉南農田水利会『統計要覽』台南：編者出版，１９７５年，２８７頁．

５８）郭雲萍『国家與社会之間的嘉南大�－以日拠時期為中心』１０６頁．

５９）「水利会的新生之路」『台湾日報』１９６８年７月１３日，２版．

６０）台湾省農田水利協進会專業研究委員会編輯『水利小組手冊』台中：編者出版，１９６０年，１８頁．

６１）孫鉄齋「台湾嘉南大�輪作制度之初歩研究」『台湾銀行季刊』第８卷第４期，１９５６年１２月，１７０-

１７７頁．

６２）孫鉄齋「台湾嘉南大�輪作制度之初歩研究」１６８－１７０頁．

６３）王益滔「台湾嘉南地区之土地利用與糧食増産之研究『台湾銀行季刊』第２５卷第３期，１９７４年９

月，３４１頁．

６４）陳正美『台湾農田水利会組織演変與農民関係』１４頁．

６５）劉志政「健全農田水利会實施後之執行報告」『台湾水利』第２５卷第４期，１９７７年１２月，４３頁．

６６）「台湾省加速農村建設時期健全農田水利会実施要点」，台湾省政府秘書処編『台湾省政府公報』

１９７４年冬字第３期，１９７４年９月２６日．

６７）曹崇文「水利会組織與編制」『台湾水利』第２５卷第４期，１９７７年１２月，１４２-１４３頁．

６８）「台湾省加速農村建設時期健全農田水利会実施要点」の第２条では，実施時期を暫定的に３年６

ヶ月，すなわち１９７５年１月１日から１９７８年６月３０日までとすることが定められたが，１９８２年ま

で延期され，規則が整備されてやっと終了した．

６９）黄 娟『宜蘭県水利発展史』宜蘭：宜蘭県政府，１９９８年，１８７-１８８頁．

７０）江穆生「挽救嘉南水利会」『中央日報』１９６９年２月２８日，６版．

７１）台湾省嘉南農田水利会『統計要覽』台南：編者出版，１９７６年，２８７-２８８頁．

７２）�万成「対農田水利会改進問題之探討」『水利通訊』第２１卷第３期，１９７４年７月，３頁．

７３）１９５６年度の人事支出は当該年度の３８％を占め，１９５７年には５０％を超過した（台湾省嘉南農田水

利会『統計要覧』台南：編者出版，１９６９年，２８７-２８８頁）．

７４）水利局による水利会々長の考査においては，会費徴収の成績および負債償還能力を基準とされ

ていたので，会費徴収は主要業務となっていた（林礼恭『台湾省農田水利会組織與職権之研究』

政治大学公共行政研究所修士論文，１９７８年，６７頁）．

７５）負債金額について皆の意見はまちまちであり，邱淑娟の資料では債務が最大であった年は１９７３

年の４億４千余元であることが示されているが，筆者が調べた歴年の『統計要覧』からは，債

務の最大金額は１９６９年の４億６百余万元であることが確認できる（台湾省嘉南農田水利会『統
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計要覧』台南：編者出版，１９７３年，２８８-２８９頁）．

７６）沈匡時「改革農田水利会不宜遅」『台湾日報』１９７２年１月１９日，２版．

７７）江穆生「挽救嘉南水利会」『中央日報』１９６９年２月２８日，６版；台湾省嘉南農田水利会『嘉南農

田水利会七十史年』下冊，６４３-６４５頁．

７８）台湾省嘉南大�農田水会『嘉南大�農田水利会七十年史』上冊，１７４頁．

７９）台湾省嘉南農田水利会『統計要覽』台南：編者出版，１９７６年，２８７頁．

８０）台湾省政府秘書処『台湾省政府公報』１９８１年春字第２９期，１９８０年２月１７日総統令公布．

８１）１９８２年の嘉南農田水利会々長選挙では「選挙会社」が出現した．出資者が精密に水利工事請負

および人事掌握をしてむさぼることができる利益を算出した後で株を募集するという方式で，

勝算濃厚な会長候補者にお金を賭け，投資をし，会長が順調に当選した後の４年任期の内に利

益を回収することを期待した（邱淑娟『戦後台湾農田水利水利組織変遷家庭之研究』１０４頁）．

筆者はこの説の真偽を李源泉前会長に訊ね，そのような事があったことが確認できたが，これ

を説明することは不都合である（陳鴻図訪問・記録『李源泉先生訪問紀録』１９９９年１０月２０日，

未刊行）．

８２）陳正美「台湾農田水利事業発展」『台湾土地金融季刊』第２５卷第４期，１９８９年１２月，１５-２０頁．

８３）李源泉「農田水利会当前急待改進三問題」『農田水利』第３９卷第１期，１９９２年５月，５７-５９頁．

８４）「農田水利会組織体制及営運改進案研究過程」『農田水利』第３８卷第１２期，１９９２年４月，１０-２１頁．

８５）会費納入ボイコットについては，前述の白河灌漑区農民の工事費および会費の拒絶のほか，１９９２

年と１９９３年に六甲郷農民黄俊維が水利班会費納入を拒絶した喧騒時に，１９９３年に省政府が水利

班会費徴収を停止することを決定したが，同年に嘉南農田水利会が昨年の未納者に会費納入催

促を促す通知を発したことに，農民は相当な不満であった．この事件は最終的に司法にかけら

れ，台南地方裁判所は，黄某などは「全く違法ではない」という判決を下した．このことから，

水利会の財源が困難な状態であることと，農民の会からの離散した状況が確認できる（『中国時

報』１９９２年１０月７日，６頁，１９９３年１０月８日，１５頁）．

８６）『中国時報』１９９３年３月２８日，１３頁；１９９３年４月１０日，１３頁．

８７）立法院秘書処編『立法院公報』第８２卷１期，１９９３年，２８３頁．

８８）立法院秘書処編『立法院公報』第８２卷４期，１９９３年，下冊，３７０頁．

８９）台灣省政府水利処編『水利法規彙編』，２頁．

９０）台湾省嘉南農田水利会『曽文―烏山頭水庫系統灌漑区灌漑営運六年成果報告』台南：編者出

版，１９９２年，１頁．

９１）台湾省政府水利処編『水利法規彙編』３頁．

９２）嘉南農田水利会は台湾省水道水公司に水を販売したが，水道水公司は長期にわたって水料金を

未納し，嘉南農田水利会代表に不満を生じさせた．水利会は，１９９４年１月１５日以前まで，水道

水公司の農業用水からの転用水料金の未納残高は１億５千余万元であり，水道水公司が使用す
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る農業用水からの転用水の水源を断つことを揚言した．最後は台湾省建設庁の調停により，転

用水の補償費の基準が取り決められた（『中国時報』１９９３年１２月２２日，６頁）．

９３）劉豐壽「水利会協助調配水資源機能之研究」莊光明總編輯『農業水資源』台北：七星農田水利

研究発展基金会，１９９９年，１００-１０１頁．

９４）現在，嘉南水利会が支援する生活給水は潭頂，烏山頭，水上，新港，楠玉などの給水廠を含み，

支援する工業用水は隆田酒廠，怡華公司，成功 酒廠，可果美公司，東展公司，統一公司新市

廠，東雲公司，新営副産加工廠，新営紙廠，南靖紙廠，南光紙廠及正一公司新営廠などを含む．

これら工場の用水量は少ないが，区内に大型の工業団地が続々と成立すると，工業用水の需要

量は倍増すると見込まれている．

９５）嘉義県は既に橋頭，嘉太，朴子，義竹，民雄，新港など６ヶ所の工業団地を開発完成させてお

り，鰲鼓，馬稠後，大埔美の３ヶ所に編成中の工業団地を有している（「経済及産業」嘉義県政

府『嘉義県綜合発展計画―部門発展計画（一）』太保：編者出版，１９９７年，１-９５頁）．台南県は

台南サイエンスパークを除き，新営，官田，永康，新市，仁�保安，龍崎，龍崎龍船など７ヶ

所の工業団地を既に開発完成させており，土庫，佳里，安定，山上，上崙，中坑子，東盟開発，

威致鉄鋼など８ヶ所に編成中の工業団地を有している（「工業發展」台南県政府『台南県綜合発

展計画―部門発展計画（二）』新営：台南県政府，１９９６，６３頁）．

９６）１９９１年度の工業用水量を見ると，嘉義および台南の４つの県市の工業用水需要量は２億立方メー

トル以上であり，現在の烏山頭ダムの年総放水量の４分の１以上を超過しており，用水量は継

続して増加中である（経済部水資源統一規画委員会『台湾地区八十年工業面積與用水量估計』

台北：編者出版，１９９３年，附表５）．

９７）経済部水資源局『水利事業多角化経営之研究』台北：編者出版，１９９８年，２-２-１１～２-２-１２頁．

９８）水利会の台湾電力公司への水販売には利益が生じていたが，水利会内部の間には大きく異なる

見方があった．例えば，既に退職した主任工程師の許興五氏は，台湾電力公司は独占利潤を享

受し，水利会は損をしたと認識している（陳鴻図，趙 ，劉芳瑜，陳潔梅訪問，陳鴻図，陳潔

梅紀録「許興五先生口述訪問紀録」陳鴻図主持『嘉南大�史料調査及蒐集計画期末報告』台東：

財団法人東台湾研究会文化芸術基金会，２００４年，２２９頁．

９９）陳鴻圖，趙 ，黄筱瑩，陳潔梅訪問，紀録「陳正美先生口述訪問紀録」陳鴻図主持『嘉南大�

史料調査及蒐集計画期末報告』，３８８-３９９頁．

１００）雲林水利会は経営困難の原因を天然条件の差に求め，運営費用の増加，地盤沈下が影響した排

水機能，社会変遷などの３つの要因に求めている（雲林農田水利会『雲林農田水利会財務困難

報告』斗六：編者出版，１９９６年，３-５頁．

１０１）経済部水資源局『水利事業多角化経営之研究』３-２-５～３-２-６頁．

１０２）台湾省嘉南農田水会『農田水利会面臨財務永続性管理問題土地利用，政府補助，基金設置』台

南：編者出版，１９９９年，２６-２９頁．
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１０３）郭振泰等『我国水資源管理機関組織與職掌之研究』台北：行政院研究発展考核委員会，１９９４

年，１９０頁．

１５６ 『社会システム研究』（第１5号）


	招待論文
	「農業振興」と「営利主義」の狭間
－終戦後台湾における嘉南農田水利会の発展－
	陳鴻圖
	湊照宏（訳）

